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は じめに

　本研究は、少年犯罪予防に関する学校、家庭、地域の連携 について関係機 関の意見をまとめた

ものである。同時に、平成13年 度か ら非行少年 を取 り巻 く関連機 関が連携 して、非行防止に乗 り

出 したその経緯 とその後の状況についても述べる。

　研究対象 としては名古屋市 とした。 これは国内の中央主導 による少年犯罪対策が名古屋市の取

り組みに どのよ うに影響 しているのかを論 じるためである。

　法学者、犯罪学者、また処遇施設の専門技官、警察庁の研 究機 関による研究の動向は即効性、

実効性に走 る傾 向がある。そ して犯罪 とい う特殊な領域 における非行少年のプライバ シー の問題、

社会保障上の問題 もあ り、情報 の公開量が少 なかったため、専門外の者には不透明であった。現

在で も法務省、文部科学省 などが積極的に報告書をホームぺ 一ジな どで公開 しているが、警察、

処遇施設の職員 しか知 りえない情報 も多 く、教育学から少年犯罪 を研究す る者 は周辺 ・二次資料

による分析 を繰 り返 して きた。そのた めこれまでの教育学者 の知見は、家庭教育の重要性 、学校

教育による非行少年の支援を言いなが らも、少年犯罪の現場 を知 る人に影響力を持たなかった。

　教育学 と少年犯罪は、少年 に必要な教育 とは何か、どのよ うに教育を継続するための支援が必

要かを考える上で切っても切れない関係である。 しか し学校の犯罪予防教育(道 徳教育、法教育、

スポーツ)は 層が薄く、 とくに犯罪予防教室 とい うレベル で年に1、2回 の開催はあ りえても、

常時そのよ うな教育を継続す るこ とはほとん どない。東京弁護士会、筑波 大学の江 口勇治教授、

「法教育ネ ッ トワーク」を中心 とした中学 ・高校における法教育への取 り組みはここ数年で勢い

を増 し、その研究成果は綿密 にまとめ られ、インターネ ッ トで公開 されている。 しか しアメ リカ

の法教育の理念 、方法論を模倣 していることが多 く、まだまだ日本の学校 にはな じめない部分も

多い。以上のことか ら、名古屋の少年犯罪について犯罪予防教育の視点で論 じたい。

　 これまで名古屋周辺では、愛知少年院、名古屋少年鑑別所 、名古屋市少年セ ンター、愛知県警、

名古屋市教育委員会事務局生涯学習部青少年室、愛知県庁社会活動推進課 、弁護士事務所、区役

所(保 護司)、 保護観察所 、名古屋家庭裁判所で、少年犯罪の要因、犯罪予防のあ り方 について

調査 した。

1　 少年犯罪の現状

　少年非行防止法制に関す る研究会の報告書(平 成16年12月 「少年非行防止法制の在 り方につい



て(提 言)」)に よる と、平成15年 警 察 が検 挙 した刑法 犯少年 は14万4,404人 、凶悪犯 は2,212人 、

この うち強 盗 は1,771人 で あ る1)。 これ は 、平 成14年 度 、全 国 中学 ・高校約16,600校 、教 員 約51

万人 、 生活 指導 担 当16,400人 、 中学 ・高校 生約800万 人 が いて 、不 良行 為少 年約110万 人 、犯 罪少

年14.8万 人 、少年 審 判4万 人 、保 護 観 察19,000人 、少年 院入 所約5,000人 がい た とい う計 算 に な

る2)。

平成16年 上半期 の警察庁 のデ ー タに よれ ば 、少年 非行 は 「刑 法 犯少年 の検挙 人員 はほ ぼ前 年並

み であ っ た が 、凶悪 犯 、粗 暴 反 は減 少 した。 上 半 期の 検挙 人員 は62,358人 、人 口比7.8と な り成

人 の約6.5倍 で あ った。成 人 を含 め た刑 法 犯総 検 挙 人員 に 占め る少 年 の割合 は33.8%で 、前 年 同

期 を3.4ポ イ ン ト下 回 った 」 とい うもの で あっ た3}。 警察 庁の 努 力 は 、例 えば 「平成7年 少 年 の
ノ

占 める割 合41.3%、 平成10年48.2%、 平成16年33.8%」 とい うよ うに 目に見 える形で減 少 してい

る4》。 しか し平成16年 、 名古 屋 市 内の少 年 非行 は 昨年比 で増 え てい る。

昨今の少年犯罪の類型につ いては、村松励が次のよう述べている5)。 村松 によれば、①集 団に

よる事件の増加 、②いきな り型非行の増加、③覚せい剤事犯の増加 、④共感性に乏 しい少年 の増

加 、⑤傷害致死の増加で ある。 さらに、「非行を犯す少年たちには独特の対人認知がある。心の

中には押 さえ込まれた親 な どへの恐怖心や憎悪があり、これ等の少年に対する援助が必要 とされ

ている」 とその対策を述べてい る。つま り、非行は生育暦 と関係が深い とい う理解に基づ く少年

犯罪論 である。大勢が同様の指摘 をしてきた ことだが、実際に非行少年 と関わるとその対人認知

の幼 さが 目立つ とい うことで あろ う。

2005年7月 に名古屋少年鑑別所 を訪問 した際の質問では次のよ うな回答を得た6)。 人間そ のも

のは変わ らないが非行は変化 した とい う。家庭 ・社会の経済状態、関係性が希薄で非社会的 な少

年 が多い とい う。平成12年 名古屋鑑別所 ではのべ1,000名 収容 し、平成15年 には1,425名(女 子

186名)収 容 した。 この地域の少年鑑別所 に収容 され る少年は増加 している といえる。少年 の心

性 は、人間関係 を知 らず 、汗水た らす経験がな く、集団非行になる と卑劣(人 の命 をもてあそ

ぶ)に なるとい う。本来人間が獲得 しない といけない部分が欠落 し、親子関係のかかわ りの希薄

を感 じるとい う。愛知県は製造業が盛んであるが、下請工揚な どで働 く少年 はしが らみか ら抜け

出せず 、一部は暴力団に取 り込まれ刑務所へ送致 され る人生となる者 も多い。



愛知少年院は、初等(14-16歳)、 中等(16-20歳)11ヶ.月 、特別(16ー23歳)12ヶ 月、医療少年

院の うち中等、特別少年院で北陸東海5つ の少年院のなかで非行性が高い施設である。 この少年

院に収容 され る少年 と毎 日関わる法務教官は次のように少年 の特徴 を説明す る7〕。

粗暴犯は性格的に自分勝手だが、両親が離婚 した り欠損家庭が多い。家庭内の葛藤を引 きず り、

僻みっぼ く、権威 に対 して反発 し、父母 に対す る不満か ら非行 に走る。一時的に感情を発散 し、

自分 自身の問題に 目を向けない能天気な部分 もある。明るくて活動的(偽 装安定型)だ が心に秘

めている場合もあるとい う。

これ以外に、在 日外国人の子供の非行問題 も、最近、矯正施設の専門技官 などが専門誌にその

状況を発表す るよ うになっている。脇本雄一郎によれ ば、「地理的な偏在、引越 しに次 ぐ引越 し、

コロニー的なアパー ト群、共犯事案 、自動車盗、 自動車部品盗が多い。家族 の分断、財物非行の

背景、アイデ ンティティの不安定さ、不安定 さのもたらす もの」を背負 う日系人の子 どもの犯罪

を論 じている8)。

日本の地方 自治体も教育、社会保障な ど 「対子 ども向け」の在 日外国人対策 については何 らか

の関心を持つが、成人向けの対策は進んでいない。そのためこどもの保護者 に対する支援が皆無

に等 しい状況で、子 どもの教育環境 も相対的に悪 くなる。保護者の失業によって子 どもも住み慣

れた場所 を離れることを余儀 なくされ るな ど不安定要因が強い。 これは決 して 日系人の子 どもの

問題だけではな く、そのほか低所得の外国人層にもよく見 られる傾向がある。

そこで次に、 どのよ うな若 い世代のための支援ネ ッ トワー クが作 られているのかを論 じること

にす る。

2　 名古屋市の少年犯罪

日本で東京 、大阪に次 ぐ都市である名古屋市は、周辺部か ら同世代の者が多 く集ま る場所で、

同 じ時間を生きる感覚を求める者が多 く集まっている。繁華街 は少年でも安価 に利用できる場所

が確保でき、10代 の少年 同士で集まっていて もそれに関心 を持つ人もな く、全 く人 目も気 にす る

ことが必要 ない世界である。

名古屋市の非行少年は4G万 で、人口 比 として少ない方だ とい う。夜型の少年 たちがチーマ、ギ

ャング、暴走族 を組織 し、活動 している。街頭犯罪の うち逮捕 される者 の6割 は少年で、刑法犯

検挙人員の4割 は少年 とい うだけあ り、県警 としても非行 防止はその後の成人犯罪減少 にもつな

がる重要な課題で ある。現在愛知県警には少年係 が300名 お り、再非行 防止 を念頭においている。

名古屋市の少年犯罪の検挙率は高い方である。それは、愛知県警の担 当者の数が相対的に多い

のか、それ とも県警の考えによるものなのかは分か らない。

これまで少年犯罪に関 して補導、逮捕、告発など警察機 関 としての処遇を終えれば、他機関に

身柄 を渡 し、少年 と関係 を持つことはなか った。 ところが最近は、警察が、学校、ボ ランティア、



地域 と非行少年 を見守 ろ うとい う雰 囲気に変わ ってきた。 「悪い子ばか りで集まる」傾向にある

少年た ちに 「普通の世界」 を知 らせ るため、「一般の方 と接」 し、 「見守 られ る気持ち」 を持つよ

うに しむけるとい うものである。

警察 と学校 との連携 は進みつっあるとはいえ、警察が関与 した非行少年が在学生である場合に、

学校 と連絡 を取 っているにすぎない。学校警察連絡協議会があ り、警察は 教育委員会 ・学校 とや

り取 りす ることは 日常茶飯事であるが、所轄係長 、生徒指導担 当者 、校長のスタンスによって対

応 も違 う。

「文部科学省 ・県教育委員会は、い じめ、不登校問題 、引きこも り対策」を しつつあるが、不

登校の うち非行性 のある子 どもについては 「中学校には来て欲 しくない、校門で帰 るよ う指導」

す る場合 もある9)。 この点は元中学校校長 も、新聞沙汰 になる事件 を起 こした生徒について 「ま

じめな子 だった」 と学校側 がコメン トを発表するのは、その少年が復 学 した場合の報復、学校の

治安混乱 を恐れての ことだ とい う1ω。

警察では性善説、つ ま り環境が悪い とい う視点か ら少年に関わるとい う。少年も 「外の顔 より

1:1の 方が子 どもらしい、素直、寂 しい子 だ とい う」。子 どもρ居場所がないのが問題 なので、

警察では居場所づく りを率先 して行 う努力 をしているとい う。学校教育へρ要求としては、教師

がきちん と非行少年に関わっていない とい う指摘 と、15ー18歳の段階で生きがい教育をす べきだ

とい うものである。ある警官か らする と法教育は、罪種 によって彼 らに法の抜け道を教えること

になるか ら意味がない とい う。 しか し薬物防止教育は必要で、総合的に判断すべ きだとい う。ま

た、東海市の和太鼓教室では、その地域 では有名 な非行少年が立ち直 るとい う話 もあった。 警官

も勤務後、教室に参加 した り、ボランテ ィアで非行少年に関わる者がいる11)。しか し職務上知 り

えた情報 を公開す るこ とはできないので、警官が個人情報 を保護 しなが ら誰 と一緒 に非行少年を

見守ってい くのかは大 きな課題 である。

大学在学中の学生にも軽微な犯罪を犯 した少年 への話 し相手や遊び相手になって欲 しい との要

請はあったが、深夜徘徊す る少年や暴走族 に入 ってい る少年への支援は危険が伴 うので期待 でき

ない とい う。その住み分けが警察官であれば経験 か ら分か るのであろ うが、一般の市民や学生に

はその違いが感覚的に分からない点が多 く、不安 を抱 く場合が多い。

ところで愛知県警治安回復アクシ ョンプ ラン～安全 ・安心 ・愛知AAA(ト リプルAプ ラン)

～平成15年12月 によると、非行少年対策の推進では、次のような施策を行 っている12)。

・暴走行為に対す る取締 りの強化、非行集団の解体補導

・非行少年等に対する継続 的な補 導活動の推進(少 年サポー トセンター)、 少年に対す る社 会奉

仕活動等への参加支援 と居場所づ くりの推進
ゴ

・学校への情報発信活動の強化(少 年の立ち直 り支援 と再非行防止 を図 るため、非行少年 の学校

連絡 を制度化)、 非行多発 中学校 区を非行防止 モデル地区に指定 し、学校は もとよ りPTAや

ヨ



地域住民 も巻き込んだ非行防止パ トロールや立ち直 り支援活動等、地域 にお ける非行防止活動

を積極的に推進する、暴走族加入 防止教室等の実施

学校以外 には、治安関係機関(家 庭裁判所、保護観察所)と の連携、連絡会議の開催等 をして

い る13〕。

このよ うに愛知県警の取 り組み も関係機関の担 当者か らすれ ば開放的なものにな りつつある。

しか し警察の役割は法 に定められた ものに限 られ、その権力によった強権的な少年への指導や少

年 との関わ りにはプラス とマイナスの影響を持つ可能性がある。

池 田泰昭による と、「少年の非行防止 について警察に望む こと」 は、「厳 しい検挙 ・補導」、「被

害にあった場合や困ったことに対す る相談活動の充実」、「非行防止教室や薬物乱用防止教室など、

少年犯罪の実態を知 らせ、何か事が起 きる前に防止す る活動」が上位を占めてい る14)。さらに非

行少年群の4人 に1人 、一般少年群 の3人 に1人 が相談活動の充実を求めてい る。

実際、平成14年 愛知県少年問題調査研究結果報告書 によれば、一般少年群 と非行少年群 との比

較調 査を しているが、その際、一般少年群のほ うが警官に対 して親 しみを覚えているにもかかわ

らず、非行少年群 は警察官にシ ビアな意見を持つ ものが多いな ど、考 えるベき点が多い。

これに関 しては、遊間千秋が次のよ うに述べてい る15)。

警察は、地域に密着 した警察活動 を通 じて地域の事情に精通 してお り、溜ま り場や地域の不良

集団の情報などを持ってい る。そのため非行問題の相談が持ち込まれた場合、適切な状況把握が

可能であ り、特に危険度のアセスメン トに力を発揮できる。機動力を発揮できる。複数の人を動

員 して事に当た らなければな らない場合、また、急 を要するよ うな切迫 した状況の場合など、他

の相談機関にはで きないようなすばや く効果的な対応 が可能である。状況に応 じて、送致、通告

とい う司法的な措置をとることがで きることもあげ られ る。

平成14年 愛知県少年 問題調査研究結果報告書で、少年犯罪 を防 ぐには何が効果的か とい う質問

に対 しては、一般少年群は、「少年などが相談できるところをもっ と広めるべき、悪いことを し

た ら14歳 以下で も名前を公開 して捕まえるべき。社会全体の犯罪意識 を高め、社会の最小単位か

ら再教育 してい く、大人が正 しい見本 を見せる、犯罪を した人たちは相手の気持 ちを考えること

が大切」 とい うが、非行少年群は 「趣 味を見つける、警察の人は何か言 うときには もっと分か り

やす く言って納得 させ てほ しい、小 ・中の先生の教育、マスコ ミとか も騒ぎす ぎないよ うにす る、

一人一人の人間性 を大切にする
、親が しっか りす る」など、大人社会が責任を持っ て少年 を育て

る雰囲気を作 る必要 を言 っている16)。一般少年群が非行少年の非 を認 めてい るの に対 して、非行

少年群は どうして 自分が非行に走 らざるを得なかったかをいったん理解すると、社会の不条理が

まざまざと見えて くるといえよう。



3相 談機関

青少年のための相談機関は、公的なものか ら民間、NPO、 ボランテ ィアによるものな ど様々

である。 ここでは主に名古屋市内の公的な相談機 関について説明 したい。

愛知県青少年推進本部(愛 知県 ・愛知県教 育委員会 ・愛知県警察本部)・ 愛知県青少年育成県

民会議 では、電話、電子メールによる受付 を行 っている。また名古屋市少年セ ンターも、メール

による相談業務を行 っている。

『名古屋 市少年セ ンター要覧2004』 によれば、平成15年 よ り少年補導委員制度を廃止 し、地域

住民の協力を得て、各区、地域での少年補導 を強化するため、少年指導地域協力員制度を設 けた

とい う。市内16区 の各区2-3ヶ 所を対象 区域に活動を展開 している。また名古屋市少年セ ンタ

ー補導活動等連絡会議も行 っている
。センターの隣接に愛知県警が入 ってい ることもあ り、市の

施設で もあるが、警察がす ぐに対応できる状況になってい る。他の市の相談機関に比べて非行性

の強い者 を対象に した組織 である。ただ し相談業務は非行問題 に限 らず 、友達 とのけんかな ども

含めて さま ざまな ものがあるとい う。

相 談業務であるが、平成15年 度の電話 ・面接相談507件 で、内容 は人間関係 、教育、性格精神

衛 生、問題行為、職業そのほかで、相談者は小学生12,2%、 中学生34.1%、 高校生37.7%、 その

他16.0%で あった。 中高生の割合 が圧倒的に多い。平成12年 度に高校に市教育セ ンターのカー ド

を配布 し宣伝 したことで相談件数 は多い とい う。

時には、少年セ ンター、指導員、名古屋市教育委員会委嘱の少年指導地域協力員、名古屋 市内

公私立高校 、専修 ・専門学校の担当教師 との合同補導 も行 う。 この補導は平成 正5年だけで も延べ

人数5,788人 で1,770回 実施 した とい う。補導 した少年 は9,646人 で、男子が41.7%、 女子58.3%

であった。高校生が全体の70%、 補導理由は盛 り場徘徊が80%で あった。

この うち、平成16年10月23日 にイ ンタビュー した相談員によれ ば次の ような平成15年 度 中の街

頭補導事例があった1η。

・悩みを抱 きなが ら学校生活 を過 ごす怠学女芋高校生の補導

怠学 したわけを話 し渋 り、何か悩みを抱 く素振 りを示 したので、その場で説得 し、2人 を近 く

の名古屋市少年センターに連れて行 き、N子 を同センターの相談部に案内 した。

相談者は中学高校の女子本人が多い。人間関係 の トラブル、男女関係、女の子同士のい さかい

が中心である。 このほか家庭 ・親子の問題、 自分の勉強 ・性格 ・進路の問題。 リス トカ ッ トす

る子 もいる。

補導の仕方 もマニュアル があ り、筆者が補導活動に同行 した際 には、指導員は温和な感 じで、

本来学校 に行っているはずの時間帯の中高生に話 をしていた。補導活動 は名古屋市内の各地で行

われ、それに関する学習会、会議 も多い。補導とい う言葉 よりは声かけ とい うに値す るものであ

り、対象 となった中学 ・高校生は明るく自分の状況を説明 している場合 が多い。



このほか、元 中学校校長の相談員によると、名古屋市 内の中学校 で警察 に補 導 され る者は200

名生徒がいれば2%、 つま り学年で3-4名 くらいだとい う。店が万引きな どで捕まえて も、親

と連絡ができないため、学校 に連絡あるいは警察に連絡がいくとい う。 この場合、学校の責任が

問われるのか とい う質問に対 しては、い じめ ・暴力が校内で起きれば管理責任 を問われ非難 され

るが、校外 で中学生が罪 を犯 した場合 は学校の責任は問われ ない とい う。

今後の展望 を考 えるに、県警、元警官の指導員による活動 は、学校関係者 とは一味違ったきび

きび した活動である。また、高校教員 も独 自に補導活動 を している状況に遭遇 した。地方都市 と

違い、 この ような活動の必要が都市部にはある。それを監視社会 とみるのか、また必要な職務の

範囲で少年に声かけを していると見るのか、また少年の将来を守るため、大人世代が心を砕 いて

いると見るのかは考える余地がある。

4 .行政 ・市会議員

文部科学省 「児童生徒の問題行動等への対応の在 り方に関す る点検について」報告書(平 成15

年9月19日)で は、 関連機関 との開かれた連携 では、「関係機 関 との連携では、窓口 担当者の熱

意や個人的な人間関係に頼っている学校がある」と して、その限界が示 され ている。 関係者以外

の者はその連携 の親密度がどれほどなのかは計 ることはできない。 同時にプ ライバシーを尊重す

る分野の職務には関連機 関も連携 を職務の最小 レベル に落 とす ことは容易に考えられ る。

そこで報告書では、教育委員会 と して今後必要 と考える取組 として、学校における管理 ・指導

体制のあ り方、危機管理マニュアルの作成及び活用状況の確認、深刻な問題 行動の発生時におけ

る対応 のあり方や緊急時に備えた校内体制の見直 しにつ いての指導、他校種 との連絡会の開催促

進等による児童生徒に関する適切な情報の引継 ぎの促進 が提案 されている。

これは、これまで学校の窓口 だけに負わせていた連携上の責任 ・事務 を教育委員会が率先 して

責任 を負 うごとを意味す る。学校側 は、他の学校の様子炉分か り、同時に、い ざとい うときの対

応 もマニュアルに添った形で行い、最低限の連携 も果たせ ない状況 を免れ ることはできる。

家庭 ・地域 ・関係機関 との連携のあ り方 としては、「関係機 関の役割等について保護者や地域

住民に分か りやす く提示す るための取組の推進」を挙げている。保護者 は学校 を介 した教育委員

会か らの連絡に対 して、わが子の教育に役立つことであれば決 して消極 的な反応を しない。また

回覧板などを利用 して学区内の住民、保護者に知 らせ る必要がある。それは子 どもを救 うことに

なるし、同時に、互いに子育てを共有す ることで雰囲気のいい地域が構築できる。

「学校 と関係機 関との行動連携 に関す る研 究会(平 成15年 一16年)」 は、支援システムについ

て、地域の人材 を活用 した取 り組み例 として深夜徘徊 を防 ぐ取 り組みを挙げている。

「非行を繰 り返す生徒への対応について地域の 自治会長に協力を依頼 し、地域 をあげて非行防

止 に取 り組むこ とが重要 との考えか ら、地域で夜間巡回を行な う等 、非行のきっか けとなる深夜



徘徊 を防 ぐ取 り組みを継続 した」。

しか しこのよ うな先進的な取 り組みが可能 な人材を要 した地域はいいが、 自治会長の選抜 シス

テ ムが 「順番制」 「年齢順」「他薦」である場合、 ここまで協力できる自治会長がいるか どうかは

分か らない。また地域によっては高齢化が進み、深夜徘徊をす る若い世代 との世代格差が開きす

ぎている場合 もある。

また、このよ うな連携 については、 「児童 の健全育成 とい う行政 目的を達成する観 点か ら、関

係機関等が必要な範囲で情報交換 を行い、相互の認識の共通化を図ることについては、行政機関

の保有する個人情報の保護 に関する法律や個人情報の保護に関す る法律等により、 目的外提供の

原則禁止の例外 として認め られ ると解 され る」 とい う根拠法の解釈 に基づき、情報が公開 され る

ことを望むべきである18)。

さて、愛知県では、県民生活部社会活動推進課 が青少年問題に対応 している。平成13年 度 「愛

知の青少年育成計画21」 に基づき、柔軟な対応 を している(2005年2.月4日 愛知県庁社会活動推

進部へのインタビュー)。 平成13年 県民生活部(青 少年、交通安全、男女共同参画、NPO)を

編成 したことで、県民生活部が、非行予防(安 心 ・安全街づ くり、7月 ・8月 「青少年の非行問

題 に取 り組む県民運動」強調期間、7月 「暴走族追放強調 月間」)の ため機能 してい る。県、教

育委員会、県警、名古屋市、青少年団体が一体 となって非行防止パ トロールを行 う 「愛知青少年

サポー トパ トロール 隊(あ い ち声かけ隊)」 が実施 されているが、その実、各機関、地域によっ

て非行問題の取 り組みに温度差がある。

特筆すベきは、愛知県青少年保護育成条例が改正 され、平成17年7.月1日 より施行 されたこと

である。県青少年保護育成条例 は1961年 に制定され たが、抜本的な改正 を行 った。た とえば二深夜

営業の時間内にカラオケに青少年 を入場 させた事業者は30万 円以下の罰金を課すな どした。愛知

県カラオケボ ックス協会な どの協力 もある。夜型社会で、当人 とその家族でできることには限界

があるので、行政が企業の責任 に関 して根拠規定を作った。

それでは名古屋市の取 り組みはどうであろうか。

名古屋市教育委員会事務局生涯学習部青少年室 では、市民経済局、健康福祉局、様 々な関連部

局 と広範囲の連携 を取 り、青少年政策を実施 してい る。青少年支援室の基本的な施策は青少年に

関す る地域 ・家庭支援にある。適切 にチームを組んで所管部局が全庁 レベルで連携す るとい う。

市の組織 としては次世代育成対策推進会議(=子 育て支援青少年育成会議。市長 中心)、 市長

附属の青少年間題審議会(問 題の協議、各局が事業 を政策化)で 青少年政策の今後が話 し合われ

る。審議会で意見が出され ると、教育委員会で予算 を審議 し予算化、その後教育委員会が市民 ・

区民会議啓発キャンぺ一ン説明会 ・研修会を行い、事業を推進す る。ただし、青少年室の本来的

な 目的は少年犯罪の防止や非行少年の社会復帰支援 ではないため、市役所には当然少年犯罪事件

、の情報が入ってこない。立 ち直 り支援 はデ リケー トな問題であ り、個人のプライバシーに関わる



問題である。市の関与は法的にはプライバシー侵害に当た らない とい うが、実際地域の人が知っ

たら非行少年への風当た りが強くなるこ ともある(2005年2月4日 名古屋市教育委員会生涯学習

部青少年室へのイ ンタ ビュー)。

ただ しその一方で、通 り魔事件で市民の意識 が高まっている。 そ うかといって意識の高ま りが

すなわち防犯活動 をするな ど積極的な行動を行 うことにはつなが らず、行事イベン トに呼びかけ

て出て くる家庭は少数派である。非行の問題 も含めで、市民への意識改革をす るのは、行政の役

割であろ う。地域の防犯対策の実態は、地域で警察と連携 を とりなが ら行なわれてい る。警察が

犯罪情報 を提供 し、町内で自主的にパ トロールをす るなど地域運動 をした り、青い回転灯の車で

町内を回った り、少年補導委員、子 ども110番 の家の存在が ある。

名古屋市全域で広報啓発活動を行い、区(16行 政区)に お ける青少年育成 区民会議一街 づ くり

協議会を組織化 している。 また小学校区 レベルでも学区連絡協議会、学区青少年育成協議会、子

ども会、PTAな どの組織がある。

「安心 ・安全で快適なまちづくりな ごや条例」を制定 し、フォーラムを実施 した り、名古屋市

青少年育成市民会議(市 民運動組織、会長一市民)、 冬の青少年 を守る運動 、子 どもはつ らつ基

金助成事業、イ ンターネ ッ ト親学関連講座 開設などの事業 を行 っている。

学校における犯罪予防教育 としては、生徒指導、カウンセ リングを行 っている。具体的には、

学校行事、道徳教育、体験学習、ふれあいフレン ド事業、保健体 育(薬 物、 タバ コ、お酒)、 生

徒指導(学 年集会、朝礼 、学級活動)、 防犯教室(不 審者か ら身 を守る)を 通 して行ってい る。

法教育については、コン ピュータ教育のなかで出会い系サイ トの問題、社会科で悪徳商法の話な

どをしている。

ここか ら、親の教育力が非行等問題行動に大 きな影響 を及ぼ していることが分かる。 しか し、

親の地域での行事参加な どは、仕事の都合や親 自身の地域 との関係 など様々な要因で左右 され る。

そ こで、親 だけでなく、地域 ぐるみで 子 どもを守 り育てる地域の世話や き活動が少 しずつだが

成果を出 し始めている。地域の子 ども達に積極的に声かけをする、挨拶や会話 をす る、子 どもの

豊かな ここ ろや独 立心 を育む、子 どもたちを事故や犯罪か ら守 る、「家庭の 日」の啓発 に努める
、

な どの活動である。 この ような活動は補導や取調べ とは違 い、身の危険を感 じたら無理 をしない、

自分ひ とりですべてを処理 しないをス ローガンに緩やかに行なわれてい る。

名古屋市青少年問題協議会は、平成16年 度青少年保護育成運動推進要綱 に基づ き、家庭教育の

振興 と子育て支援施策の充実を図った。健全な家庭作 り子育て支援施策の充実、児童虐待の防止、

触れあい と夢のある学校 づ くりの推進一豊かな心を育む教育の推進(30人 学級、心の居場所、総

合的な学習、スクールカ ウンセ ラー)、 地域 と連携 した学校 づ くりの推進(部 活動、'防犯教室)、

地域にお ける青少年 の交流 と体験活動 の充実ー地域における子 どもの多様 な交流 ・体験活動やス

ポー ツの機会の充実、青少年の社会参加活動の促進 と自主活動の支援である。



青少年問題協議会では、非行等問題行動の防止等 と有害環境の浄化一 青少年の薬物乱用、性非

行、い じめ、暴走行為、暴力行為 などの非行等問題行動は社会全体の抱 える問題の反映であるこ

とを認識 している。非行等問題行動防止活動 としては、 「世話や き活動」「走る子 ども110番 」「相

談窓 口の周知、適切 な指導 ・助言」 「学校、関係機 関 ・団体が連携 して補導活動」 「啓発活動、防

止活動 「暴走を しない、させ ない、見に行かない運動」 「携帯電話、イ ンターネ ッ ト等に関わる

被害か ら青少年を保護するため関係機関などと協力」 「な ごやこどもサポー ト連絡会議」、有害環

境の浄化活動の推進一地域のパ トロール、業界の 自主規制、県青少年保護育成条例、関係法令の

周知、運動 の展開ー 「た くま しく 伸びよ う 伸ばそ う 青少年」青少年育成市民会議 ・区民会

議、学 区青少年育成協議会、地区青少年育成推進会議、青少年育成 国民運動 ・県民運動 ・社会を

明 るくす る運動 との連携 を してい る。

この よ うに名古屋市が主体 となった り、他 の機 関と連携 して青少年問題に取 り組んでいるが、

取 り組みの成果 は警察のよ うに検挙率、再犯防止率な ど直接数字に出て くるものばか りではない

ため、市行政の進め方 と説明責任、市民への協力を得 る努力な どを どのよ うに展開すベきなのか

は問題が多い。

そ こで、市議会の少子化 ・青少年対策特別委員会の委員長、副委員長の議員に名古屋市の少年

犯罪防止 に関 して話を うかがった(前 田議員か らは電話でお話 を聞いている)。

委員長　 三輪芳裕議員　 平成17年2月21日13時

三輪議員は、最近の青少年 に対 して 「遊ぶ内容 も変わってきた。テ レビゲーム、ファ ミコン、

自分でつ くり出すことがな くなった。かわいそ う。私は 自然の中で、 もっと、友達 と、隣近所、

同年代 を超 えてみんなで遊んだ」 とい う感想 を持 っていた。 さらに少年犯罪1ごついては、 「自然

と動物 と接 した り、芸術に接 した りしていない、兄弟が少ない」として、 自然 とのふれあいや人

間関係 の希薄さが原因ではないか と論 じた。その点、名古屋市教育委員会 の トワイ ライ トスクー

ル事業や学童保育などは学年 を超えた交流がある点が評価できるとい う。

また親 の愛や人間同士の信頼関係が必要で、地域、隣近所が他人の子 どものために怒 る必要 も

あるとい う。 その人間関係 を行政が代わって形だけ提供 して も仕方がない とい う。

今後の非行防止政策 としては、「おぎゃ一 と生まれた時はみ な同 じ。 育ってい く中で違 ってい

く。大人のせいで生き様が変わってい く。社会のいろいろな人々を呼んで、経験、授業の中でい

のちの大切 さを教 える」 ことを してい くベきだ と述べた。

副委員長 ・前田ゆ ういち議員　 平成17年2月3日9:30電 話

渡辺議員は、三輪議員 とは異な り、親の教育力向上を提唱 した。む ろん、家庭}学 校、地域の

連携で子育てをす る必要を 「子 どもはダイヤモン ドの原石。社会全体でバ ックア ップすベ き」だ

と述べてい る。ただ し重要 なのは、 「親が子 どもを3歳 までは大事 に育てる。家族の絆が原点で

ある。親学のススメとは親子の健全育成 とい う両方の視点である。親の責任 は3度 の食事 を与え、



抱き しめることにある」などと、親の教育の重要性を何度 も指摘 した。 ・

しか し一方で社会が多様化 し、親だけに子育てを任せることはできない。 そのため行政の リー

ダーシ ップで青少年 キャンぺ一ン、親学 を推進 しているとい う。行政が少子高齢化社会の不安負

担 を解 消するしかない。

今後の政策 としては、小学校4年 か ら部活でスポーツをす るなど、外部指導員の導入で忍耐力 、

連帯感 を小中学生にはぐくむベきだ と述べた。また週1回 の道徳、総合学習の時間では、公徳心、

生命、チームワークを教 えるべきだ とい う。 このほか地域の人がオー プンに子 どもたちを受け入

れ、非行少年については レッテルを貼 らずに、エネル ギー あふれ る彼 らの受け皿 として祭 り、ス

ポー ツ活動などを実施すべ きだ と論 じた。

5　 学校 ・家庭 ・地域の連携

青少年の体験活動の推進方策について全国都道府県教育長協議会では、奉仕活動の事業を実施

す るにあたっての問題点と課題を挙げている19)。そのなかで都道府県 ・市町村 レベル では、ス タ

ッフ(コ ーディネーター)不 足、行政官の連携体制の未整 備、地域体制の未整備、予算不足、職

員不足があるとい う。 そのため、町内会 な どの活動以外に、 どのよ うに地域での活動 を整備 して

い くのかは行政の側 にも制約がある。また同時に既製の団体、組織による活動も衰退 しつつあ る

中、新 しい取 り組みをNPO団 体を中心に提唱されてい る。学校にお ける奉仕活動のあ り方をめ

ぐってはその是非が問われているなか、 どこまで活動に取 り込むのかは問題 も多い。'

朝倉一隆は広島県教育委員会機構改革を紹介 してい る。 これは教育委員会 と各学校 との連携に

ついて紹介 したものである20)。県教育委員会には、 「豊かな心」を育むために総合的 に取 り組む

道徳教育係、生徒指導係、人権教育係か らなる指導第三課 があ り、平成13年3月 、県立高校、公

立中学校の全教員に 「生徒指導のてび き」 として、生徒指導ハン ドブ ック、問題行動に関する防

止学習プログラム、生徒指導に関す る危機管理マニュアルを提供 した とい う。、また平成13年 度生

徒指導主事の研修強化 、生徒指導重点校 を指定 し、教員加配 、指導主事の重点的学校訪問指導 を

した とい う。 中学校の暴力行為、高等学校 の中途退学な どの問題 に対 して、①生徒指導体制の確

立、②学習の基礎基本の充実、③開かれた学校づ くりを目指 しているとい う。

一方
、警察の取 り組みも多様化 している。 警察庁は少年サポー トセ ンター を設立 し、 「少年 問

題に関する警察の専門職員である少年補導職員が中心となって、関係機 関やボランティア団体等

と連携 して、街頭補導活動、継続補導、少年相談、情報発信 と広報啓発活動、被害少年支援活動、

立直 り支援活動等 の幅広い活動」 をしている。また学校等の関係機 関 ・ボランテ ィア と連携 した

非行防止活動も次のよ うに推進 しつつある21)。

・少年サポー トチー ム(教 育委員会、警察本部、知事部局 ・政令市、保護観察所、関係団体等、

学校、警察署、児童相談所、保護 司)



・学校警察連絡制度。警察 と学校 との間で協定を結ぶ

・ス クールサポー ター。教員OB、 警察OB等 を学校か らの要請 に応 じて一定期間は県市、学校

内での巡回活動や相談活動等に従事

・少年警察ボランティア活動。少年補導員、少年警察協助員、少年指導員等のボランティア との

連携 の下、街頭補導活動、環境浄化活動

・全国少年補導員協会の活動

龍 島英広は、連携時の問題について次の点 を述べている22)。

A互いに相手の業務 内容 について よく理解 しておらず、お互いに 「あそこができるはず なの

に」な どと考 えて しま う 「相 互不信 」、B各 行政機関が 「うちの権限では対応できない」 として、

対応 を回避す る、いわゆ る 「た らい回 し」、C情 報 を全 く提供 しない 「情報の囲い込み」である。

そ こでチーム活動 をす る上での方針 として、A個 別 、具体的なケース毎に編成す る、B各 機 関の

独立性 を尊重す る、C各 機関がサポー トチームにおいて行 うのは、その機関の本来業務、D相 互

の業務 について理解不足があることを前提に し相互理解を深める必要性 を述ベている。

「実際にチームに参加す るのは、現場の実務担 当者の 「チー ム員」だが、各機関に連絡担 当の

「チーム担当者」 を置いて もらい、名簿を作成する」な どの雑務 をする者の存在の必要 も挙げて

いる。

それでは全国 レベル で どのよ うな取 り組み、研 究が進んでいるのだろ うか。

平成16年 「少年非行防止法制の在 り方 について(提 言)」 では、地域少年非行防止協議会、少

年サ ポー トチーム(学 校、警察、児童相談所 …)を 結成するための市町村単位 の枠組みである

「少年サポー トネ ッ トワーク」 を常置の 「地域少年非行防止協議会」 として制度化 し、円滑な情

報交換 と交換 された情報の管理に必要な規定 をお くべきとの提言がなされた23)。

ではどこまで各機 関の連携 は進 んでいるのだろ うか。

平成15年 内閣府政策統括官(総 合企画調整)「 青少年相談機関の連携 に関す る調査報告書」で

は、「公 的相談機 関はかな り連絡会議等の連携 システムを持ってい ると答 えてい る。それに対 し

て、大学 ・大学院 と民間相談機 関には連絡会議 の場やシステムが乏 しい ことが分かる」 との結論

を出 した24)。

た とえば、児童相談所の連携先 としては(児 童福祉施設 ・警察82。0%、 学校80.0%、 家庭裁判

所78.0%)、 警察本部の連携先 は(児 童相談所95.5%、 精神保健福祉センター70.5%、 教育セン

ター一・研究所68,2%)、 少年鑑別所 の連携先 は(警 察、家庭裁判所63.6%、 学校54,5%、 児童相

談所52.3%)、 教育研究所 の連携先 は(児 童相談所69.6%、 精神保健福祉センター60.7%、 警察

・教育セ ンター ・研 究所51 .8%)、 少 年補 導 セ ンターの連携先 は(警 察78.0%、 児 童相 談所

65.9%、 学校56.1%)、 精神保健福祉セ ンターの連携先は(保 健所63.3%、 児童相談所61.2%、

警 察51.0%〉 、家庭児 童相 談室 の連携 先 は(児 童相談所77,1%、 福祉 事務所54.3%、.保 健 所



45.7%)、 民間相談機関の連携先は(学 校21.5%、 医療機関20.7%、 民間相談機関12.4%)、 大学

・大学院の連携先は(医 療機関15 .7%、 児童福祉施設11,8%)で ある。つま り同一管轄下の機関

や連携が職務上 ・手続 き上必要な機関 との連携 が多い。

報告書でも 「系列が違 う組織 とは連絡 はあま り密 にはな っていないよ うである」 「連携 してい

る相談機関の偏 りも目立つ。特に大学 ・大学院が公的な相談機関 とのパイプをほ とん ど持 ってい

ないとい うことは、 これ らの相談機関の社会的に果 たす役割 を考えてい く上で、現状においては

ほ とん ど期待出来ない とい うごとになるのかもしれ ない」 と述べ られている25}。

この点について松宮満は、「家庭 ・学校 ・地域 の 「教育力の衰退」が非行の原因だ とい うけれ

ど」 「連携 ・ネ ッ トワー クが必要 とい うけれ ど」「いずれ も戦後60年 間 となえ続 けられ てきた こ

と」 と書き、「いつ もその場 しのぎ一知識の蓄積(継 承)が 困難」が問題解決に至 らない理 由だ

と述ベてい る26)。

6　 保護 司

更生保護法人 日本更生保護協会 によると、更生保護は、①伝 える 「社明」(地 域住民一人ひ と

りに犯罪や非行の防止 と罪 を犯 した人の更生について知ってもらうこと、関心を もってもらうこ

と、理解 を深めて もらうことが大切)、 ②場づ く り(地 域社会 の中で子 どもも大人 も率直に話 し

合い、真剣 に考 える場、出会いの場、ふれあいの場)、 ③手 をつな ぐ(更 生保護関係者だけでな

く、地域の中の個人 一家庭 ・学校 ・地方公 共団体 ・教育関係者 ・福祉関係者)ー 地域社会 ・住民

を取 り巻 くネ ットワー クづ くりを 目標 に活動 に取 り組んできた とい う27}。

平成14年 度か ら保護司 と中学校 との連携 による非行防止活動が推進 されている。その社会的背

景 としては、更生保護のニ 一ズ(中 学生保護観察対象者の急増、非行の低年齢化 ・凶悪化、学校

と連携 した非行の前兆段階での働 きかけ、保護観察処遇の基盤整備活動の必要性が増大)、 学校
ノ

のニーズ(非 行、い じめ、不登校等生徒の問題行動 の深刻化 、学校完全週5日 制 の実施 、地域の

関係機 関 ・団体 と連携 した問題行動への対処の必要性 が増大)が あるとい う28}。そのため、保護

司 と学校 との連携 による非行防止活動(非 行防止教室の開催 、サポー トチームへの参加協力等、

地域パ トロール、声かけ運動の実施、フォーラム ・講演会 ・研究会等の開催)が 行なわれてい る。

同様の保護司と学校 との連携については、 「ともに手をとって一学校 と保護司 との連携 ブッ ク

レッ トー 」(法 務省保護局 ・社団法人全 国保護司連盟、平成15年)に も次のよ うに紹介 されてい

る。

・平成13年 文部科学省 「心 と行動のネ ッ トワー クー心のサイ ンを見逃す な、『情報連携』 か ら.

『行動連携』へー 」

・平成13年 公立小 中学校の出席停止制度の改善に関する学校教育法改正

・平成13年5月 保護司 と学校の連携強化のための推進要綱



・平成14年 法務省 「中学生サポー ト・アクションプラン」

・平成14年 文部科学省 「サポー トチーム等地域支援システムづくり推進事業」

・平成15年 文部科学省 「スクー リング ・サポー ト・ネ ッ トワー ク整備事業」。学校、家庭 、関係

機関が連携 した地域 ぐるみのサポー トネ ッ トワーク

10代 の少年 による凶悪犯罪 の続発を受 け、文部科学省 では 「情報連携」か ら 「行動連携」へと

政策の重点が移行 した。

また法務省 は文部科学省 が実施する事業への参加 ・協力 として、生徒指導総合連携推進事業へ

の協力、総合的な学習の時間への参加、保護観察所や更生保護施設における教職員の 「社会貢献

活動体験研修 」の受け入れ をす ることになった。 同時に、法務省 か らの働きかけ としては、「小

中学校副読教材お よび ビデオ、学校 との連携 ブ ックレッ トを作成 し、全国の公立中学校等へ配布 、

保 護司や更生保護婦人会員は保護者 に対す る 「父親教室」「母親教室」の実施 、子 どもの問題行

動に関する相談業務、子 どもの居場所つ くりの一環 としての 「土曜塾」の開催、不登校児童 ・生

徒を対象 とした レク リエー ションの実施、非行防止教室 ・薬物乱用教室を開催」がある29)。

以上のよ うな法務省 ・文部科学省の施策 については、水島佳奈恵は昭和50年 代後半から続 く保

護 司組織 と学校 との連携 と して、保護 司と学校 との関係は ここ最近始まったものではない ことを

紹介 している3°)。その上で、「平成11年4月1日 改正保護 司法第8条 の2の 新設で、保護司会が

自主的、自発的に策定 した犯罪予防活動等 を含む実施計画については、保護観察所長の承認を得

られれば保護司の職務 として行 えることが明確化 された」 と法改正が大きく保護司の職務 を広げ

た と説 明 している31)。さらに平成14年4月10日 法務省令第32号 、保護 司実費弁償金支給規則の一

部改正で、新 たに中学生 を対象 と して犯罪 予防活動を行 う 「中学生サポー ト・ア クシ ョンプラ

ン」の実施経費 として活動経費が予算化 された ことも大きく、保護 司の活動 に弾みをつけた32)。

文部科学省が平成12年 度 か ら実施す る 「生徒指導総合連携推進事業」への協力 も行われていると

い う33)。

保護 司の学校 との連携 については、高谷幸雄 が 「多くの元教員が保護司(北 見地区保護 司87人

中元教員23人 、約27%を 占めている)と なって活躍 してい ることに加 え、駐在保護司や保護司会

事務 局長が元学校長であったことか ら、学校の対応や教育委員会の対応等があらか じめ分かって

いた」 とい うケースを紹介 してい る34)。ただ しこれは一部の地域に限った状況で、多 くは地域の

名士が保護司を承諾するとい う場合が多い。

その点、上岡靖 之は、中学校側の保護司への対応 として、「中学校 と地域の協議会は 自治会長

のあいさつに始ま り、校長や学年代表が順番に話 をするだけで形式的に終わっている。学校側は

何 とか コンクールで何位 になった とい う良い面 だけを強調 して、依然 として問題を話そ うと しな

い。一(中 略)ー 。警察は事例のよ うな犯罪予防は内部で評価 され ないために熱意に欠 ける傾向

がある」 とい う状況を示 した35}。この ような学校側の保護司への消極的な対応は大半の地域で見



られ ることである。

それでは名古屋市の保護 司の活動は どのよ うな状況であろ うか。名古屋市の保護 司の活動につ

いては愛知県更生保護協会 ・愛知県保護 司会連合会 『愛知県更生保護50年 史一 更生保護制度施行

50周 年記念一』にその歴史が記されている36)。

昭和24(1949年)犯 罪者予防更生法の制定実施によ り、少年保護観 察所には同年4月 「愛知県

少年保護 司連盟 が発足 した。社会を明るくす る運動 は、昭和24(1949)年 東京銀座の 「銀座飲食

業連盟」、「露店組合」の店主 らが、「不幸な少年たちを救 いま しょ う」 とキャンぺ 一ンを実施、

収益 を財団法人司法保護協会に寄附 した ことに発端 をもち、翌年7月1日 から10日 間、犯罪者予

防更生法施行1周 年を記念 して法務省主唱で 「強制保護キャンぺ一 ン」 を展開す ることにつなが

り、地方で もこれを展開す ることとなったとい う。

現在、人 口10万 、世帯数44,000名 のM区 では、保護 司定員51名 だが、実定員48名 である。事務

所 はM区 役所総務課内に設け られている37)。昭和27(1952)年 に更生保護機構の改革が行なわれ 、

M区 保護司会が結成 され、M区 役所総務課に事務局がおかれた。昭和63(1988)年 に総務、犯罪

予防、研修、協力組織、BBSの5部 会が設置 された。8月 の区民まつ りには、会場内で啓発用

品の うちわ、絆創膏を配 る。保護司会は、年4回 の地域別定例研修 と、矯正施設、更生母語法人

施設慰問、M警 察署で少年非行問題、暴力団 と社会復帰、薬物事犯などの自主研修講演会 を開催

しているとい う。

M区 保護司会平成16年 度総会資料では、平成15年 度保護 司の学校 に関係 した活動 について、5

月 「中学校 との連携対策会議」、8月 「社会を明 るくする運動作文 コンテス ト選考」、9一月 「学校

との連携 についての研修会」、10月 「社会を明るくす る運動作文コンテス ト表彰」、1月 「中学校

との連携対策会議 」が記載 されている。

そこで次にM区 内の保護 司へどのよ うに非行少年に関与 しているのかを聞き取 り調査 した。

M区 役所での保護 司インタビュー。平成17年2月15日 。

どのように保護 司を選ぶのか。

一 学区でグループ分 けをして
、新 しい保護 司については均等 に補充 してい る。地域で活動に貢献

されている方、時間のある方、 自営業の方が就任する。保護司になる と、 日曜 は保護 司め仕事

で飛ぶ。 しか し1ヶ 月31日 誰 も来ない場合 もある。

どの ように仕事 を進 めるのか。

・一月2回 対象者 と面談す る。非行少年 に対 しては、同 じ目線 、同 じ人間 として尊重す る。相談 し

なが ら相手が打 ち明ける、解 きほぐす ように して信頼 してもらえるようにする。謙虚 になる。

どうして少年犯罪は起きるのか。

-Y1先 生
。家庭教育、学校教育、社会の問題。親 に問題 があるし、文部科学省 も何かや るべ き。

しか し国が立ち上が らない。それに敗戦 と同時に価値観 がなくなる。教師、親 を重ん じること



がなくなった。戦前は親 が 「先生サマ」 と呼んでいた。道徳 の大前提 がな くなった。お じいさ

ん、おばあさんは家庭の中の教師。親 を教育 しなおすべき。

ーY2先 生
。 立派な両親でも少年の下に妹が生まれ、変わる場合 もある。母親が離婚 し再婚 した

少年は原付バイ クで どこかへ行 きたい と行って しま う。小学1年 か ら万引きひった くりを繰 り

返 し、小学校での教育は効果がない。学校 の先生は、彼 に トワイライ トスクールに入 ってほし

くない と言 つていた。最近は1人 っ子が多い うえに、地域のお じさん、おばさんが怒 らない。

また昔の先生は先生 らしく、一本筋が入っていた。今はサ ラリーマン先生で、先生の層 も薄い。

昔は立派な家の子息が先 生になった。

少年の就職先は土木、建 築。本人のや る気の問題。人権問題 もあ り、保護 司の仕事は個人 プレ

ー
。観察所に出頭 し、少年 の状況が話 と違い、がっくりくることがある。最近は仕事が増 え、1

人 で6人 と対象者が増えた。保護 司にな り16年 が経つが、平成11年 保護司会の活動が地域 に進 出

し忙 しくなる。

学校 との連携 について

一Y2先 生。在学生については、校長、教頭が少年の情報を出 して くれる。パ トロール はM区 、

H地 区で減少 した。毎年T中 学校で薬物乱用教室を行い、あいさつ運動については地区の係が

年2回 ずつ、校門の外で挨拶をする。祭 りに も保護司が行っている。

Y2さ んの活動記録によれば、9月 「薬物乱用防止指導員指導講習会、学区交通安全決起大会、

中学校体育大会」、10月 「中学校薬物乱用防止教室、薬二物専門講師養成講座」、11.月 「街頭活動、

中学校合唱コンクール、巡回」、4月 「中学校 あいさつ運動」 と学校へ赴 く回数が多い。

穏やかに社会活動 をしてい る2名 の保護司にインタビューを したが、区で38人 の保護司がいる

もののほ とん どが推薦 によって就任 している。な り手がいないため、推薦 され ると断れない とい

う実情がある。また保護司の仕事は、実費弁償方式でボランテ ィア活動である。そのためボラン

テ ィアとしての限界、非行少年が保護 司との信頼 関係を築 くことができるか とい う問題 もある。

区役所内の保護司会事務局は連絡調整の場 として、キャンぺ一 ン活動 ・勉強会の案内通知、資料

作成、作文 コンテス トの賞状づ くり、会計、物 品購入、会長補佐の秘書など毎 日のよ うに会の調

整 を行なってい る。 しか し区役所 の担 当部署にはその業務 に見合った予算が付いてお らず、 さま

ざまな制約がある。

M区　 0保 護 司　 平成17年3月3日 。

0さ んのライフ ヒス トリー

小 さい頃戦争で父親 を失いなが ら貧 しさを逆手に様 々な生き る工夫 を してきた。(意 思x根

気)の2乗 で貧乏を苦に思 ったことはない とい う。父を殺 した敵国 をやっつけるため花火 で火薬

をつ くった。 中学生の ときか ら世界 中の専門家 に手紙を出 し、図書館 で論文を探 した。東大で火



薬学の研究者 に手紙 を出 し返事をもらうなど先生 には恵まれた とい う。社会の第一線の研 究者 を

父親 と思い、相談に行つた。高校卒業後は、昼間働 き夜学生 となった。大学の教官が 自分の給料

か ら小遣い5,000円 を くれ、6講 座 の授業を受ける。4年 研 究 したが、実験が危険、騒音のため

昼は授業ができない、夜は守衛が寝れない とい う理由で続 けるのが難 しくなった とい う。また、

新聞に 「おもちゃロケ ッ ト爆発一 高校生が実験中に爆発」 との記事が掲載 された事故が所有す る

工場内で起 きたこともある。学びには真剣 さ、真剣に答えて くれ る親が必要で、科学者の視点か

ら相対性理論によって 自分が どこに位置づけ られ るのかを考えるべきだ とい う。や ろ うとする意

思、継続 してい く意思が大事 で、かっこ悪い ・恥ずか しいでは行動力が鈍 ると中学生に教 えてい

る。

どうして保護 司の活動を しているのか。

一一学校は予算の関係で、い じめ ・不登校に何の手 も打たない。身体障害者 には予算を出すが、学

校が奨励 したことになるからワルにはお金 を出 さない。 自宅 に5ー10人 の中学生 を呼んで集 め

ては何 を したいのか聞いた。学校の先生方は中学生がどうい う状況なのか知 りえない。 ドッチ

ボール、バ トミン トン、ダンスなどの場所 を提供 している。 中学生はま じめに授業に出 るとい

うのはダサい と思っている。 ツッパ ってい ることによって存在価値があると。 しか し九九、分

数ができない子 どももいる。 日記 を作って家族について書けるよ うにす る。書 くことによって
、

いろいろなことが分か る。

保護司になるには

一48歳 の とき、保護 司になった。過去5年 間違反のない人(身 内も調べる)で 自由時間がある人

がなれ る。身の潔 白については、正 しい上にも正 しくが要求 される。民政 ・児童委員 には補助

金が出 るが、保護 司は実費弁償方式だ。

今の教育の問題

一 中学生に根気がない。 それ にスター ト時点で間違 って しま う。お母 さんが 「宿題 を しなさい」
し

とい うのは間違いだ。予習する望みを持たせ る教育を してほ しい。子 どもは親の背 中を見て育

つ。我が家では21世 紀に向かって5年 ごと自分で目標を作 った。15年 計画で どうい う準備 を し

てい くといいのか子 どもが分かるようになる。

学校 との連携

ー保護 司による非行防止教室はM区12校 が年1回 開催 している。保護 司犯罪予防部で学校 との対

話 を行 なう。 しか しついてこれない、や りたくない、忙 しい保護司はや らな くていい。

学校評議員は5人 いて、授業、運動会、文化祭 を見学す る。年に3回 学校の教室に入 り、20

日以上学校 を訪れ る。 自営業だか らできる。教頭が家にや って くる。各校によって持 っていき

方が違 う。S中 学校 は地域 密着型。

道徳教育、法律教育は非行防止に役立つのか



一 哲学 は心を教えるもので 目覚 めさせ る教育。学校の先生が当てにならないのが分かった。

行政 の問題点は

ー 警察、学校は縦割 り組織で、決め られ た仕事以上をしない。熱血先生、給料以上のボランティ

アの固ま りとい う先生がいない。教員 として授業をこな していれ ばいい。

保護 司の活動について

一保護 司はパ ソコンができない者 もいる し、書類 の多 さは面倒。体育館に全校500数 十入集 め非

行防止教室の企画 をす ると、金がかかる。講師のサッカー選手を呼ぶのに10数 万かかった。行

政は金がないか ら逃 げる。 ボランティアが苦 しい と思った らや めれ ばいい。誰 も見ていなくて

も人のためになることをや る。保護 司になって15年 たったか ら、今後はエネル ギー問題 、環境

問題 などで社会のために徳 を積む。

この ようにボランテ ィアで少年達に様 々な学ぶ場 を提供 している人の地道な努力が犯罪予防に

つ なが っている。

7　 犯罪予防教育
ノ

犯罪予防教育は大き く分 けて、学校における道徳教育、生徒指導、犯罪予防教室、 さらには学

校外の意図的、無意 図的な教育 に分類できる。 しかし押切久遠が述ベ るよう に、「非行 に走 らな

いため、エクソサイ ズのね らいと しては、たった一つ の事件が、 どれ だけの人を巻 き込み、 どれ

だけの人生に影響を与 えるかを多面的に理解す ることにある」38)。

その点、文部科学省では、非行防止教室等の位置づ けとして、子 どもたちが 「自分が地域の大

人達か ら守 られている」 とい う実感 を持 ってもらうため、地域に開かれた学校 を一層推進するこ

との必要性 、学校 と家庭 、地域のつ なが りを深 める必要性を挙げている39)。非行防止教室の最大

の 目的は、犯罪 についての正 しい理解(犯 罪は悪い こと、犯罪を起 こす と不利益になること)を

得 ることである。それではどれ ほど教室が開催 されているのだろ うか。

平成15年 警察庁の調べ によると非行防止教室の実施率は小学校21.6%、 中学校39、8%、 薬物乱

用防止教室の実施率は小学校19.47%、 中学校53.76%、 高校64.8%で ある。学校 の教育課程へめ

位置付 け として、特別活動 を中核 として学校生活の充実向上を図る活動の中で展開 し、関係機関

の講師や地域の人々 との交流など、体験的な学習 を重要な活動方法のーつ とす る総合的な学習の

なかで行 うベ きだ と考え られている。それゆえ非行防止教育は、小学校ー総合的な学習の時間、

生活科 、社会、道徳、体育、特別活動、中学校一総合的な学習の時間、社会、道徳、保健体育、

特別活動、高校一総合的な学習の時間、社会(現 代社会、倫理)、 保健体育、特別活動で行 うこ

とが予想 され る。
1

法教育の立場でこの ような非行防止教室の重要性を認識 し、理論 と実践 を繰 り返す研究会があ

る。筑波大学江口勇治教授 、弁護士を中心 とした法教育研究会である。



平成16年11月 法教育研究会 「我が国における法教育の普及 ・発展 を目指 して一新たな時代の自

由かつ公正な社会の担い手 をは ぐくむために二」によれば、司法関係機関による出前講義な どを

中心 とした啓蒙活動の重要性について提案がなされている。

そ こで、次に、名古屋を中心 とした弁護 士会の活動につ いて紹介 したい。

これまで名古屋 市周辺では、平成5年 か ら西三河支部管内内において 「中学校の弁護士社会科

一 日教室」が実施 されている4ω
。秋にはほぼ十数校 に弁護 士各1名 が、教壇 にたって、様 々な授

業 を行 っているとい う。平成11年 から名古屋市教育委員会 ・名古屋市立小 中学校校長会の協力を

得て、中学校で複数の弁護士がチー ムにな って授業 も行 った。 また、平成15年7月 、名古屋弁護

士会による中高生を対象 とす る夏期 の校外課外授業 「サマースクール」が実施 された。弁護 士会

として、学校 との連携のなかでの法教育への支援 に関す る宣言 もしている。 しか し実施費用 とし

ては、平成15年 中部弁護士会では 「派遣弁護士1名 につき1万 円で、派遣弁護士の数にかかわ ら

ず上限を2万 円」 としている41)。

これに関 して少年犯罪 を手が ける多 田元弁護 土(平 成17年2月9日1:15～)へ のイ ンタビュ

ーでは
、次のよ うな少年犯罪への見解、法教育の是非につ いて聞き取 りを行 うことがで きた。

現在の社会

一民主主義が弱くなってお り、お任せ主義の社会 となった。行政には文句 を言 うが、 自分 たちが

暖か くてきれいであればよく、人のつなが りが弱 く、 コミュニケーシ ョン能力に欠 けている。

学校

一生徒 をコン トロールす る、管理指導。学校はディス ・コミュニケ一 シ ョンの世界。人 を傷つけ、

自分を傷つけ、 自己肯定感 を喪失す る。 自分の価値を見つけ られるよ う援助すべき。 ニュージ

ー ラン ドでは平和的教育のプログラムを実践 し、自主的 に 自分たちの問題を 自分たちで解決 し、

自己肯定感を得ている。

法教育

一 「あなた 自身の社会ース ウェーデンの中学教科書」は、子 どもの社会参画、市民の立場 として

裁判所 を教える。 日本でも自分の権利を守 るための法律 を教 えるべき。

非行

一 子ども時代のエ ピソー ドの積み重ね。周 囲と自分の空気 を読み取れ ない子 ども一 自分で思いつ

いた ことをやる。ぶつか り、傷つき、非行 に走る。親は教育的関心が高いが、ランクにだけ関

心がある。心には関心をもっていない。子 どもか らすると返ってくる答えは分かっている。教

育熱心 なほど会話がない。ちゃぶ台が消えた。すれ違い。虐待す る親は精神的に孤立 している。

誰かの助けを借 りるのが恥ずか しい とい う。

大人の問題

ー他 の子 との比較 はマイナスに響 く。ない ことを探す、マイナス面 しか見ない。 「あるもの」 を



探す一 プラス面を見るべき。

犯罪予防

ー意識 的に子どもの 自己肯定感を高める。法務省 は、法律一他律的なもの一守 るべきもの とい う

が、法律は本来、 自律的なものー 自分 を守 るものだ。人間は社会 とぶつかって摩擦するため、

法律 で取 り締 ま り調整 してい く(刑 事司法、少年法)。

以上のように多 田弁護士は、裁判官の経験 と弁護 士として非行少年 と関わるなかで法教育の意

味を 「自己肯定感」をキーワー ドに話 を進 めた。.

それ では実際に名古屋 市内ではどのような非行防止教室、法教育が実施 されているのだろ うか。

平成16年 度名古屋市のある市立 中学校の生徒指導集会(平 成16年7月 〉には、警察署、学区保

護司、少年補導委員 、全校生徒約470人 、教員27人 が参加 した。生徒会の生徒を中心 とする劇上

演(暴 走族 を断 る勇気、喫煙)、 保護 司・少年補導員の仕事の紹介、警察官による夏休み の生活に

ついて注意(暴 走族 、喫煙 、 シンナー、出会 い系サイ ト)を 行 った とい う。参加生徒 の感想 は

「軽 い気持 ちで非行 に走ると、後で取 り返 しのつかない ことになるか ら、悪い と思 ったことは断

らなければいけないと思 った」な ど犯罪 を否定す る者が多かった42)。

また、平成17年3月 、保護 司が中心 となり、名古屋市立A中 学校で犯罪予防教室が行 なわれた。

保護 司、民生委員、校長、教頭、教諭 、20数 名の生徒で実施 された。

保護 司代表挨拶 に始ま り、保護 司の役割、 ビデオ(暴 走族なんて入 っちゃダメ)、 ビデ オを見

ての感想 、アンケー トについて事例報告 ・討論会、校長挨拶で終わった。最後に校長が 「どうい

う働 きかけをする と友達が法に触れ る方に行 かないのかを考えて欲 しい」「傍観者、悩 んでいる

人に対 して どうい う言葉がけ をした らいいのか」 「地域の中で相談できる心配 してくれ るお じさ

ん、おば さんを見つけて欲 しい」 と挨拶 したが、非行少年に関わっている保護司の生の声を聞 く

より、教頭主導の授業になった感があった43)。また突発的に犯罪予防教育を行 うことへの教育的

効 果 に対 して成果 を疑問視す る者 もいた。 しか し保護司の主体的な取 り組みが生徒に大きな影響

を及ぼ したことは事実である。

これ らのことか ら、中央官庁が学校 との連携 を盛 んに訴えても、文部科学省が学習指導要領 を

改訂す るなどの抜本的 な取 り組み を しない限 り、なかなか非行防止教室 さえ浸透 しない状況が明

らかである。

おわ りに

以上のように、各機関へ の聞き取 り調査、さ らには関連機関の少年犯罪対策の最新の動向をま

とめて きた。本研究の結果 、次のことを結論付 けることができる。

1中 央官庁の中では文部科学省が、法務省管轄下では保護観察所が保護 司の役割 を重視す るこ

とで、少年犯罪に向けた対策 を展開 している。



2警 察庁 をは じめ、愛知県警も取 り締 ま り、逮捕、補導、通告、摘発な どを各根拠法 によって

行 っている。 しが し、警察 とい う機 関の特殊性か らか、少年犯罪防止対策の連携機 関は一部の

限 られたものにす ぎない。それで も近年非行少年 の検挙だけが少年警察の職務ではない とい う

いった開放的な雰囲気は出てきている。

3相 談機 関は相応に実績 を挙げている。

4処 遇施設 に関 しては各専門官が心理学の フィール ドで非行少年に関わっている。 しか し職務

上の限界 もあり、また このよ うな処遇施設に入所する少年は非行歴が多 く、家庭背景 も複雑な

場合 も多いので一般少年への犯罪防止活動には 自分たちの経験は どこまで貢献できるのかは分

か らない とい う者 もいる。

5地 域、学校の連携であるが、地域の奉仕活動などが非行防止に役立つ ことは再三論 じられて

きた。 しか しマ ンシ ョンが多 く新設 され るよ うになり、従来の人間関係が崩壊 し、顔 を知 らぬ

者同士が壁一枚隔てて生活 しているよ うな状況にある。地域活動への関心も低 くな り、地域で

自営業 を営む比較的裕福の者が保護 司やその他役職にあたっている状況である。

6学 校では学習指導要領の枠にない少年犯罪防止に対 して消極的な取 り組み しか しない場合が

ある。 しか し警 察な ど他の公的機 関に よる単発の防止教室には全校挙げて協力的な態度をとる

場合がある。

保護司やボランテ ィアが学校でそのよ うな教室に取 り組む には複雑な手続 きが必要であ り、

すべての費用はボランティアの 自弁 とな る。そのため保護 司、ボランティアは負担の重 さや少

年への貢献を実感できないとい うことになる。安全面、教諭の仕事が煩雑になる、生徒 の関心

との関係で学校 は消極的になる場合 が多いが、積極的な法教育の取 り組みが始ま りつつある現

状にそ ぐわないでいる。 そのため、社会科の学習指導要領 で犯罪予防教育を取 り込み、同時に

そのような教師の養成に励むべきである。

　

7本 報告書は名古屋 市の状況を調査 しつつ、全国的な少年犯罪 、防止への取 り組みを紹介 して

きたが、名古屋市で最 も取 り組みが詳細で多方面にわたるのは名古屋市教育委員会であった。

ただ し、教育委員会 は少年犯罪予防に積極的に関わるとい うわけではなく、国の次世代育成支

援対策推進法施行に基づき、子 どもの居場所作 り、親教 育の場を提供す るため、市の関連機関

と連携 したとりくみを行 っている。少年犯罪に対 しては間接的な防止の取 り組みが見 られるの

みであるが、今後大きな成果 を上 げると考えたい。
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